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援助実施体制図
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第 3章　諸外国の経済協力 ／  第 2節 主要援助国・地域機関の経済協力の概要37. 南アフリカ（Republic of South Africa）
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援助政策等

1. 援助政策の変遷
ロシアは、ソ連時代から、特にアフリカ諸国との関係

構築のために資金援助等を実施していたが、ソ連邦解体

後は対外援助が一時停止された。1991年にロシア連邦と

なってからの援助規模は小さいものであったが、2000年

代に入ると好調な国内経済を背景に国際的な役割強化に

対する関心が徐々に高まった。そして、2006年にロシア

が初のG8議長国となり国際的な責務を担うようになった

こともあって、2003～2005年には約1億ドルであった開

発援助額は、2007～2008年には2億1,000万～2億2,000万

ドルにまで増額した。2009年に発生した世界経済危機を

受けてユーラシア経済共同体（EAEC）（注1）の危機対策基金

へ出資したこともあり、援助額は7億8,500万ドルと過去

最高額に達した。その後の援助額は5億ドル前後の水準

で推移していたが、2013年は増額されて6億1,000万ドル

となった（注2）。

2. 基本政策
従来、ロシアの国際開発援助は、2007年6月の「開発

援助コンセプトペーパー」に基づき実施されていたが、

2014年4月に「国際開発援助におけるロシア連邦の国家

政策コンセプト」（以下、「国家政策コンセプト」）がプー

チン大統領により承認され、国際開発援助の新たな方針

が定められた。「国家政策コンセプト」は大統領令により

承認されている文書であり、ロシアの援助政策を規定す

るための最重要文書であると考えられる。「国家政策コン

セプト」では、優先地域として、CIS諸国、グルジア紛争

後にロシアが独立を承認したアブハジア共和国および南

オセチア共和国が筆頭に挙げられている。また、援助の

優先分野として、被援助国における国家運営システムの

改善、貿易投資環境の改善、産業・イノベーションの育成、

経済活動の活性化のほか、組織犯罪および国際テロ対策、

PKOおよび平和構築支援、さらに社会経済インフラ整備、

水および電気へのアクセス確保、情報通信の整備、農業

支援、感染症対策、教育、環境保全、人権保護といった

広範な分野が取り上げられている。そのほか、同コンセ

プトでは、援助の実施形態・実施要件、ステークホルダー

の参加、援助の評価基準等が定められている（注3）。

また、「ロシア連邦の国家財政の運営に関する国家プロ

グラム」によれば、現在GDP比約0.03％（注4）の国際開発援

助資金を、2020年までに同0.1％まで段階的に増加させる

こととされている。

3. OECD開発援助委員会（DAC）とのかかわり
2014年現在、ロシアはD

ダ ッ ク

ACに加盟していないが、2010

年以降は財務省がロシアの援助実績をOECDに報告して

いる。他方、ロシアによる援助は、DACが定める政府開

発援助の定義に必ずしも合致していないため、ロシアで

は「国際開発援助」という、より広義の用語が使われて

いる。また、ロシアでは援助額を算出するための統計手

法が確立されておらず、当面はOECDの算出方法を使っ

ていくものと考えられるが、一方でこの算出方法ではロ

シアがウクライナ等の国家予算に対して実施した支援金

が計上されず、ドナー国としてのロシアの実態が反映さ

れていないとの批判的な指摘もある。

4. 援助形態の特徴
かつてのロシアには二国間援助を実施するだけの余力

がなかったため、多国間協力での人道援助が重視されて

きた。しかし、「国家政策コンセプト」では、二国間援助

の重要性がより前面に出されることとなった。多国間援

助に代えて、二国間援助の割合を増やそうとしている背

景には、「ロシアの顔」を被援助国側により強くアピール

することがある。ロシア政府関係者は、2013年の二国間

援助と多国間援助の比率は58：42であるが、今後は二国

間援助の割合を70：30にまで増加させるとともに、三角

援助（注5）が二国間援助に占める割合を40％にまで引き下

げる予定であるとしている（2013年は63％）。

実施体制

1. 担当省庁
外務省や予算を管理する財務省のほか、経済発展省、

非常事態省、国防省、消費者権利保護・福祉監督庁等が

個別の援助案件を手掛けており、各省庁が案件の成果を

財務省に報告し、財務省がこれをOECDに報告している。

なお、実際の資金拠出等に係る最終決定は首相府で採択

されている。

2008年9月、ロシア外務省傘下に連邦CIS問題・在外同

胞・国際人道協力庁が設置され、CIS諸国をはじめとする

各国への支援、人的・文化交流事業の実施、ロシア語教育・

▢38 ロシア（Russia）
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留学等による在外ロシア人支援等を所掌している。2012

年5月7日付大統領令では同庁の資金および人材能力の強

化が謳
うた

われているが、ロシア政府関係者によれば、援助

に係る権限の譲渡に否定的な省庁もあり、十分実行され

ていない。

また、「国家政策コンセプト」では、援助分野における

関係省庁間の調整を行う国際開発援助委員会を設立する

ことが記載されており、同委員会の構成、権限等が今後

決定されていく予定となっている。

2. NGO等の役割
従来、ロシアの国際開発援助におけるNGO等の役割は

限定的であり、2007年の「開発援助コンセプトペーパー」

では、援助実施に際してのNGOとの協力はあくまで必要

に応じて行うとされていた。他方、2014年の「国家政策

コンセプト」では、NGOが実際の援助の担い手となるこ

とに加え、シンクタンク的な役割を担うことが期待され

ている（注6）。

●ウェブサイト
・ロシア連邦財務省：http://www.minfin.ru

・ロシア連邦外務省：http://www.mid.ru

・ロシア連邦CIS問題・在外同胞・国際人道協力庁：  

http://rs.gov.ru

注1： ロシア、ベラルーシ、ウズベキスタン、カザフスタン、キルギス、タジキスタンから成る経済共同体。2000年10月10日創設。
注2： 最新の2012年の援助の地域別割合は、CIS諸国（アゼルバイジャン、アルメニア、ウズベキスタン、ウクライナ、カザフスタン、キルギス、タジキスタン、

トルクメニスタン、ベラルーシ、モルドバ）41%、アジア19％、ラテンアメリカ13％、中東および北アフリカ10％、アフリカ8％、欧州6％、大洋州3％
となっている。2012年の供与先上位10カ国は、キルギス、北朝鮮、タジキスタン、シリア、ニカラグア、セルビア、キューバ、モンゴル、アルメニア、
ナウルである。

注3： 「国家政策コンセプト」に記載されている優先対象地域、優先分野、援助実施のための基本条件の概要は以下のとおり。  
⑴優先対象地域（第9条）：（ア）CIS諸国、アブハジア共和国、南オセチア共和国およびロシアとの善隣友好・同盟を方針としているその他の国々ならび
にロシア連邦と共に国際機関およびユーラシアの機関に加盟している国々、（イ）ロシアと歴史的に友好関係を有している国々、（ウ）ロシアと互恵的な
経済および社会プロジェクトの共同実施に参加している国々、（エ）その国との協力がロシア連邦の国益に適う開発途上国。  
⑵優先分野（第10条）：（ア）被援助国の国家財政の運営を含む、国家運営システムの作業の質の向上、（イ）商品およびサービスの越境移動の手続き
簡素化を含む、被援助国における貿易投資環境の改善、（ウ）被援助国における産業・イノベーションのポテンシャルの形成、（エ）被援助国における経
済活動の活性化および住民の最貧困層が同活動に参加するための前提条件の創設、（オ）組織犯罪および国際テロ対策に係る国家システムの創設およ
び改善、犯罪集団および犯罪組織の活動に対する資金提供の阻止、（カ）ロシアの国際平和維持活動および平和構築委員会への参加拡大等を通じた
紛争後の平和構築の取組に対する支援、武力紛争を経験した国家の未来志向的な社会経済発展の支援および紛争再発の防止、（キ）地域経済の統合、
国家制度の発展、輸送インフラの創設、天然資源の合理的利用、被援助国住民の最貧困層の生産活動への参加を伴う同国内における社会経済プロジェ
クトの実現、（ク）水および電気をはじめとする生活上の最重要資源への被援助国住民のアクセスの確保、（ケ）情報通信技術の分野および先進国と開
発途上国との間の情報の非対称性の克服における被援助国の技術上の自立性確保のための環境整備、（コ）被援助国の食料安全保障および農業発展
の支援、（サ）感染症蔓延の予防等のための保健および社会保護に係る国家システムの強化、（シ）初等教育および職業教育をはじめとする被援助国住
民のための教育の質の向上および教育へのアクセス可能性の確保、（ス）環境保全および国境を越える環境問題の解決のための施策の実施、（セ）人権
保護を含む民主的社会制度の発展。  
⑶援助実施のための基本条件（第15条）：（ア）外国政府からの開発援助の供与要請、（イ）関心を有する連邦行政機関、被援助国と国境を接するロシア
連邦構成主体の行政機関による援助供与に向けたイニシアティブ、（ウ）様々なイニシアティブを実現するための金銭的または技術的支援を求める国際
機関の要請、（エ）ロシアの実業界および社会団体による援助供与に向けたイニシアティブ、（オ）被援助国が、貧困対策に係る国家プログラム、また
は持続可能な社会経済発展、教育、保健および貧困層に対する社会的支援のための社会制度整備の確保に係る戦略を有していること、（カ）未来志向
的な二国間関係の発展に向けた被援助国の関心。

注4： DAC統計ではGNI指標が用いられているが、「国家プログラム」ではGDPを使用している。
注5： 三角協力とは異なり、対象国が開発途上国とは限らない。ロシアが資金を負担し、第三国や国連機関等の国際機関が援助を行う形態。
注6： 「国際開発援助におけるロシア連邦の国家政策の実現に係る施策の実施には、学術団体、社会諸団体および実業界が参加することができる。」（「国家

政策コンセプト」第18条）  
「社会団体、ロシア連邦で登録されている非政府および非営利の団体は、文化的および人道的関係の発展を支援しながら、外国の社会諸団体および
慈善団体との協力を発展させることができる。」（同コンセプト第19条）

第 3章　諸外国の経済協力 ／  第 2節 主要援助国・地域機関の経済協力の概要38. ロシア（Russia）
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援助実施体制図
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援助政策等

1. 基本方針
サウジアラビアの政府開発援助（ODA）については情

報がほとんど公表されていない。政府の基本方針は不明

であるが、援助機関の一つであるサウジ開発基金（SFD
（注1）：Saudi Fund for Development）の年次報告書によれ

ば、その果たすべき役割は「途上国の政府と国民を援助

することによって生活条件を改善し繁栄を増進する一方

で、サウジアラビアの経済的発展を促進・支援すること」

となっている。

2. 援助規模・地域
2013年の援助額は二国間援助が約54億ドル（うち有償

約3億ドル）、多国間援助が約3億ドル、合計約57億ドル

となっている（注2）。対象地域はアラブ・イスラム諸国の

みならず広くアジア・アフリカ諸国に及んでおり、これ

らのODAは、借款または無償資金協力として行われてい

る。

イスラム開発銀行やOPEC国際開発基金、アラブ経済

社会開発基金、アフリカ開発基金といった各種国際機関

や国際基金への資金拠出を通じた多国間援助も実施され

ている。

なお、サウジアラビアは研修や専門家派遣等の技術協

力は行っていない。

3. サウジ開発基金（SFD）
SFDは二国間借款事業等を実施しており、2013年にお

ける借款実績は右のとおりである。なお、2012年の借款

実績と比較すると、借款総額で37％減（4億600万ドル減）

となっている。地域別ではアフリカ諸地域への借款額が

56％減となっているのに対し、アジア地域への借款額は

1.6倍、その他も2.5倍と増大した。

SFDによる援助実施国、事業、借款額（2013年度）

援助実施国 事業 援助額
（百万ドル）

アフリカ 15か国：（エチオピ
ア、カメルーン、ギ
ニア、ケニア、コー
トジボワール、ザン
ビア、ジブチ、セネ
ガル、タンザニア、
チュニジア、トー
ゴ、ブルンジ、マラ
ウイ、モーリタニ
ア、モザンビーク）

18事業：（道路、送
電、職業訓練学
校、病院建設・現
代化、住宅建設、
送水管の設置、そ
の他）

410

アジア 6か国：（ウズベキス
タン、キルギス、タ
ジキスタン、中国、
パキスタン、ベトナ
ム）

8事業：（病院建
設、道路、学校建
設、水力発電所建
設、洪水復興）

233

その他 2か国：（キューバ、
コソボ）

2事業：（上水網
の更新、高速道路
建設）

46

合　計 23か国 28事業 689（注3）

出典：Annual Report 2013, The Saudi Fund for Development

SFD援助分野内訳（2012年）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 ％

運輸・通信
（32.55％）
運輸・通信

（32.55％）
エネルギー
（25.84％）
エネルギー
（25.84％）

教育（6.38％）教育（6.38％）

上下水（7.86％）上下水（7.86％）

その他（2.74％）その他（2.74％）

農業
（24.63％）

農業
（24.63％）

2012年度単独のSFDにおける借款額は10億9,600万ドル

であった。サウジアラビアがODAを開始した1975年以降

の累積貸出件数は518件であり、累積貸出額は106億353

万ドルである。なお、SFDによる各プロジェクトへの借

款の条件は次のとおりである。

⑴　各プロジェクトが経済的・社会的に実施実現性のあ

ること

⑵　資金はサウジリヤル建てで貸与され、返還されること

⑶　各プロジェクトの援助総額が基金総額の5％以内で

あること

⑷　借款額が各プロジェクト総額の50％以内の範囲であ

ること（そのためプロジェクトによっては他機関との

▢39 サウジアラビア（Saudi Arabia）

注1： 1975年設立、本部リヤド、在外事務所なし。
注2： 支出純額ベース、DAC統計（DAC Statistics on OECD.STAT）による。
注3： 前述のDAC統計の数値とは異なっている。いずれも内訳は不明。

第 3章　諸外国の経済協力 ／  第 2節 主要援助国・地域機関の経済協力の概要39. サウジアラビア（Saudi Arabia）
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援助実施体制図

出資、理事長の派遣

（SFDによる二国間借款の実施について）

財務省

サウジ開発基金（SFD）

二国間借款の実施

協調支援となる）

⑸　1国当たりの援助総額が基金総額の10％以内である

こと

実施体制

二国間借款については、サウジアラビアの援助機関で

あるSFDを通じて行われている。SFDは政府から出資を受

けているが、独立した会計を持っており、各国からの要

請に基づき財務大臣を理事長とする理事会にて実施案件

が決定される。

●ウェブサイト
・サウジ開発基金（SFD）：http://www.sfd.gov.sa/
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援助政策等

1. 基本方針
シンガポールは、天然資源や広い国土を持たずに自国

の国づくりを進める中で、人材育成に重点を置いてきた

こと、そして建国以来国際社会からの技術協力によって

支えられてきたことを背景として、1965年の独立以来、

途上国に対して独自の研修プログラムを実施してきた。

政府は1992年に各種の技術協力プログラムを統合し、「シ

ンガポール協力プログラム（SCP：Singapore Cooperation 

Programme）」を策定し、援助政策の基盤となっている。

2. シンガポール協力プログラム（SCP）
SCPは、特に人づくりと経済開発におけるシンガポー

ルの経験と知見を途上国へ提供する事業である。毎年

7,000名近くの外国政府職員を対象に約300コースを実施

しており、2014年現在におけるSCPへの累計参加者は170

か国、80,000名以上に上る。対象国は、アジア・大洋州、

アフリカ、中東、東欧、中南米とほぼすべての地域に及

んでいる。

SCPの主な実施態様は、①シンガポール単独での研修

事業、②先進国・国際機関との共催で行う研修事業、③

A
ア セ ア ン

SEAN地域の後発開発途上国グループであるCLMV諸国
（注1）に設置した研修施設を使用したASEAN統合イニシア

ティブ（IAI：Initiative for ASEAN Integration）プログラム、

④開発途上国からの学生をシンガポールの主要大学に留

学させる奨学金制度、となっている。ASEANは優先地域

で、ガバナンス、貿易・経済開発、環境・都市計画、民

間航空輸送、陸上輸送、港湾管理、教育、医療、情報通

信技術といった幅広い分野の研修をASEAN加盟国に対し

て実施している。IAIも、2000年に当時のゴー・チョクト

ン首相がASEANの経済発展と統合のために開設した。

3. 援助規模
SCP、国際機関への拠出や分担金を合わせた援助予算

は以下のとおりである。

 （単位：百万シンガポール・ドル）

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
105.9 129.6 137.8 119.6 120.1 126.0

（約98億円）

4. 第三国研修
シンガポールは44の国や国際機関と協力して質の高い

技術協力を効率的に行う第三国研修（TCTP：Third 

Country Training Programme）を実施している。日本と

の間のJSPP（次項）においても採用されている。

5. 日本・シンガポール・パートナーシップ・プログラム
（JSPP）
SCPの中でも最大の実績を誇るのが、1994年から日本

との間で実施している「日本・シンガポール・パートナー

シップ・プログラム（JSPP）」である。1997年からは両

国が経費を折半する「21世紀のための日本・シンガポー

ル・パートナーシップ・プログラム（JSPP21）」が展開中

であり、2015年のASEAN統合等に貢献することが期待さ

れている。

JSPP開始以降これまでに340のコースが実施され、延

べ95 か国・地域、5,924名の研修員が参加している（2014

年3月現在）。

実施体制

SCPの計画・運営はシンガポール外務省技術協力局

（TCD：Technical Cooperation Directorate）が担っており、

局長以下24名体制となっている。局内は政策課および実

施課で構成される。

SCPの特徴として、TCDはプログラムの計画・策定お

よび予算作成を担い、実際の研修コース運営については

シンガポール国内の政府系・非政府系の各種研修機関を

活用していることが挙げられる。このように専門の研修

機関が研修コースを運営することで、高度な研修を実施

することに成功している。また、研修機関側もSCP専門

の部局を有するなど、TCDと研修機関が一体となって

SCPの運営を担っている。

●ウェブサイト
・シンガポール外務省（「シンガポール協力プログラム

（SCP）」関連ページ）：  

http://www.scp.gov.sg/content/scp/

▢40 シンガポール（Singapore）

注1： 東南アジア諸国連合（ASEAN）に、1995年以降加盟した4か国（カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム）は、その頭文字をとってCLMV諸国と呼ばれる。

第 3章　諸外国の経済協力 ／  第 2節 主要援助国・地域機関の経済協力の概要40. シンガポール（Singapore）
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援助実施体制図

シンガポール協力プログラム（SCP）

外務省技術協力局
（TCD）

【政府系・非政府系の各種研修機関】
民間企業、教育機関、病院、

裁判所、税関、その他

研修の実施・運営

計画・策定・予算手当
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援助政策等

1. 対外援助の目的
タイ政府の現行の政府開発援助（ODA）戦略文書

（Strategic Framework for Thailand’s ODA 2007～2011）

（2014年8月時点改訂中）によると、ODAの目的は以下の

4点である。

⑴　開発途上国の持続可能な発展のための能力を向上さ

せることにより、貧困削減を支援すること

⑵　社会経済発展のために、地域的な協力関係を強化す

ること

⑶　アジア、アフリカ、中南米において、タイが重要な

役割を担えるように、開発のパートナーシップを広げ

ること

⑷　自国での成功事例を活かし、教育と技術協力でベス

ト・プラクティスを提供することで、開発協力の拠点

としてのタイの知名度・評価を上げること

2. 重点地域・分野
援助対象国の優先順位は、①CLMV諸国（注1）、②外交上

の重要国（チュニジア、トルコ、中国など）、③紛争終結

後の国（スリランカやアフガニスタン）、④その他の開発

途上国、⑤今後協力関係を構築すべき国、となっており

5年ごとに見直されることとなっている。

技術協力における主な協力分野は、社会開発・福祉、

農業、教育、公衆衛生分野である。

タイ国際開発協力機構（TICA）による2012年10月～

2013年9月の地域別援助割合（単位：百万バーツ）

東南アジア
（11）

東南アジア
（11）

東アジア
（12）
東アジア
（12）

大洋州
（4）
大洋州
（4）

中南米（11）中南米（11） その他（10）その他（10）

CLMV諸国
（200）

CLMV諸国
（200）

南アジア・中東
（51）

南アジア・中東
（51）

アフリカ
（26）
アフリカ
（26）

CIS・東欧（2）CIS・東欧（2）

3. 南南協力・三角協力
タイODAの中心は、開発途上国の開発を支援し、貧困

を削減するための南南協力である。近隣のCLMV諸国か

ら、アフリカや中南米にまで援助の対象を広げている。

さらに、タイに対する海外諸国からのODAが縮小して

いく中で、三角協力（開発途上国間の南南協力に先進国

や国際機関などからの支援が加わったもの）という新た

な関係を通して、これまで築いてきたドナー（援助国）

との関係を発展させていく方針である。日本との三角協

力ではメコン地域やアフリカを対象に、農業、保健、産

業振興等の分野を中心としてJICAによる第三国研修や技

術協力プロジェクトが実施されている。具体的には、タ

イ国際開発協力機構（TICA）とJICAは、T
ティカッド

ICAD Vへの貢

献としてアフリカ諸国を対象とした稲作分野の第三国研

修の準備を行っており、2014年から受入れの予定（2014

年9月時点）である。また、ASEAN諸国への支援として、

今まであまり光が当てられてこなかった難聴、自閉症、

知的障害をテーマに、第三国研修「障害者支援に関する

コミュニティベースのインクルーシブ開発」を、8か国を

対象に2014年から3年間実施予定。

4. 援助規模
TICAの2011年～2012年の実績としては、実施件数56件

▢41 タイ（Thailand）

注1： 東南アジア諸国連合（A
ア セ ア ン

SEAN）に1995年以降加盟した4か国（カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム）は、その頭文字をとってCLMV諸国と呼ばれる。

第 3章　諸外国の経済協力 ／  第 2節 主要援助国・地域機関の経済協力の概要41. タイ（Thailand）
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（ラオス22件、ベトナム4件、カンボジア7件、ミャンマー

5件、インドネシア1件、東ティモール2件、ブータン4件、

セネガル2件、ブラジル2件、その他）、金額合計約3億2,846

万バーツ（約8億5,000万円）となっている。

タイ周辺諸国経済開発協力機構（NEDA）の2013年10

月末までの協力実績は、技術協力事業16件（ラオス9件、

ベトナム2件、ミャンマー2件、カンボジア3件）、資金協

力事業19件（ラオス16件、カンボジア2件（注2）、ミャンマー

1件）、研修員受入れが165件（CLMV諸国、ブータン、ス

リランカを対象）、金額合計約120億9,770万バーツとなっ

ている。

実施体制

タイ外務省の外局であるタイ国際開発協力機構（TICA）

が技術協力を、タイ財務省財政政策局の監督下に置かれ

ている政府系機関のタイ周辺諸国経済開発協力機構

（NEDA）が有償資金協力（一部の案件については無償も）

およびこれに関連した技術協力を担当している。

1. TICA
2013年時点での職員数は108名。TICAによる技術協力

の内容は、研修、専門家派遣、機材供与、ボランティア

派遣等であり、前述の三角協力も担当している。このほ

かTICAは、ODA戦略文書の策定、技術協力実施予算の各

省庁への配賦、供与機材の調達等を行っている。

2. NEDA
NEDAの前身は1995年にタイ財務省内に設立された周

辺諸国経済開発協力基金（NECF）。2005年にNEDAへと

改編された。2013年時点での職員数は44名。ラオス、カ

ンボジア、ミャンマー等の周辺国における道路等、イン

フラ整備のためのソフト・ローンを供与している。また、

ミャンマーのダウェー経済特区開発を管理する特別目的

事業体（SPV）へも出資している。

援助対象案件は、当初は首脳会議等における周辺諸国

からの要望を踏まえトップダウンで決定される形となっ

ていたが、最近においてはNEDAが相手国側との対話を

通じて案件の発掘・形成支援も行っている。案件として

の採り上げに関しては、首相を委員長とする対近隣諸国

開発協力委員会において政府方針の検討がなされた上

で、最終的には閣議に諮ることとなっている。

 

●ウェブサイト
・TICA：http://www.tica.thaigov.net/main/

・NEDA：http://www.neda.or.th/eng/

援助実施体制図

TICA
【政策・実施】

他国ドナー

技術協力（三角協力）の実施

各関係省庁
【政策・実施】

連携 連携

NEDA
【実施機関】

閣議

有償資金協力および技術協力の実施
（一部案件については無償も）

対近隣諸国開発協力委員会
【政策部門】

決定 決定

諮問 提案

注2： カンボジア政府が借款契約調印後にキャンセルした1件を含む。
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援助政策等

1. 基本政策
トルコの地域的・国際的な影響力が増す中で、ODAは

積極的外交の不可欠な手段となっており、紛争や自然災

害などに見舞われた国々に対する支援を増大させてき

た。

冷戦後、主に中央アジア・コーカサスのトルコ語圏の

国々に対する国際協力・開発援助のプロジェクトやプロ

グラム計画を立案し、実施する機関として、1992年にト

ルコ国際協力調整庁（TiKA：Turkish Cooperation and 

Coordination Agency）がTiKA設置法に基づき外務省の

下に設置された。その後1999年に、援助能力および人的

リソースを拡大するために、首相府の下へと移管された。

2005年には、国際機関や援助相手国等への支援とNGO等

に対する支援の調整機関としての役割も担うようになっ

た。

TiKAは支援相手のパートナー国に対して、トルコの経

験に基づく貧困削減や持続的な開発に資する事業の実施

を目指している。少なくとも年に1度は開催される開発援

助調整委員会において、トルコの援助政策・実施方針・

戦略が政府の外交方針に沿って決定される。調整委員会

はTiKA総裁が主催し、外務省、財務省、国家教育省、経

済省、エネルギー天然資源省、文化観光省、宗務庁、ト

ルコ科学技術調査委員会（TUBITAK）およびトルコ商工

会議所連合会（TOBB）の次官補級、副総裁級の代表者

から構成される。必要に応じて、他の省庁や政府機関の

関係者、NGO、ボランティア団体の代表者も招集される。

しかし、同委員会の議事内容は対外秘で、政策・方針に

ついての詳細は公表されていない。

2. 重点地域・分野
2013年のトルコの国別の開発援助額を見ると、最も額

が大きい国・地域は、シリアであり、支援額は約16.4億

ドルに上る。次に、エジプト（約5.4億ドル）、キルギス（約

1.3億ドル）、ソマリア（約1.2億ドル）、アフガニスタン（約

0.9億ドル）、パレスチナ自治区（約0.7億ドル）、パキスタ

ン（約0.5億ドル）となっている。

シリアへの援助額が非常に大きくなっている理由は、

2011年に始まったシリアの内戦に伴う多数のシリア避難

民（注1）がトルコ国内に流入している状況の中、トルコ政府

は、シリア国境に近いトルコ南東部に避難民キャンプを

設置して避難民の受入れなどの支援を実施しているため

である。

また、過去において、トルコはトルコ周辺国への支援

（コーカサスおよび中央アジア、バルカンの国々）に力を

入れていたが、シリアを除けば、近年は周辺国に限らず、

アフリカ諸国やアフガニスタン、パキスタンなどの国々

にも援助を拡大しているといえる。

3. 開発援助実績
トルコの政府開発援助総額は、約32.8億ドル（2013年）

であり、前年比約1.3倍増、2010年から見ると3年間で約3.4

倍増と、特に近年の増加が著しい。

近年のこの増加の最も大きな要因は、緊急援助額の増

加である。トルコの緊急援助は、2010年約1.5億ドル、

2011年約2.6億ドル、2012年約10.4億ドル、2013年約16.3

億ドルと近年大幅に増加傾向にある。この大部分は、シ

リア内戦に伴いトルコに流入したシリア避難民支援を実

施するために充てられている。

また最近の発表では、2013年のトルコの民間資金協力

は約8.2億ドル、NGOによる支援は約2.8億ドルとなって

おり、開発援助における民間企業やNGOの役割も小さく

ない。

2013年二国間援助の内訳は以下のとおり。
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318.71318.71

（単位：百万ドル）（単位：百万ドル）

89.289.2
0.810.81

87.387.3

560.55560.55

225.30225.30
222.76222.76

1,629.181,629.18

▢42 トルコ（Turkey）

注1： 2014年8月12日付のUNHCR発表では確認されているだけでも約82万人。

第 3章　諸外国の経済協力 ／  第 2節 主要援助国・地域機関の経済協力の概要42. トルコ（Turkey）
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実施体制

1. 援助実施機関
開発援助調整委員会によって決定された方向性に沿っ

て、 TiKAや他省庁等が連携し、被援助国の開発目標やニー

ズに応じたプロジェクトやプログラムを実施する。開発

援助の内容は幅広く、経済、商業、技術、社会、文化、

教育分野等、多岐にわたっている。

主たる実施機関のTiKAは、中東、中央アジア、南アジア、

バルカン半島、アフリカ等に35の事務所を有し、110か

国で実施支援を進めるなど、社会インフラ、教育、医療、

職業訓練などの分野を中心に技術協力を展開している。

また、前述のとおりNGO等も開発援助の主要な役割を

担っている。

2. 日本との関係
日本とトルコの関係では、JICAとTiKAが2012年1月に協

力覚書を締結し、第三国向けの協力・連携を強化してい

くこととなった。たとえば、「中央アジア・中東向け自動

制御技術普及プロジェクト」や「アフガニスタン・中央

アジア諸国向け家畜飼育技術」などはトルコの資源を活

用しながら、周辺国を対象とするプロジェクトである。

また2011年～2014年には、日本とNATO（北大西洋条約

機構）の協力を得て、アフガニスタンの警察官計約2，000

名をトルコに招致して研修を実施した。その際に、日本

の現職警察官がJICA専門家として派遣され、柔道を指導

している。

●ウェブサイト
・トルコ外務省：http://www.mfa.gov.tr/

・TiKA：http://www.tika.gov.tr/

援助実施体制図

首相府

開発援助調整委員会
【政策・方針・戦略】

援助相手国 援助相手国他省庁等 国際協力調整庁
（TiKA）

国際機関／協力援助国

管理管理

実施実施

指示指示

実施実施 実施実施

連携連携
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援助政策等

1. 基本情報
アラブ首長国連邦（UAE）の対外援助は、連邦政府各

省庁、各首長国政府機関、首長家の個人による贈与、ア

ブダビ開発ファンド（Abu Dhabi Fund for Development）

による貸付、UAE赤新月社（UAE Red Crescent Authority）

による人道援助など、様々な主体と形式により実施され

ている。現在、UAEには22の政府系援助実施機関および

21の非政府系援助実施機関があり、それぞれ独自に援助

を実施している。

2013年3月、対外援助の一般的政策を提案することを主

たる任務としてUAE国際協力開発省（MICAD：Ministry of 

International Cooperation and Development）が新設され

た。MICADは、対外援助を直接に実施したり、上記援助

実施機関の業務を統括したりする権限はないが、国際開

発人道機関に関する業務、国際人道支援にかかる国内機

関との調整、UAE対外支援のモニターと評価、および活

動報告等の作成をその主たる業務としている。

2014年7月、UAEはアラブ諸国で唯一のOECD開発委員

会（D
ダ ッ ク

AC）の参加国（※）となった。

（※DAC加盟国ではないが、DAC会合への参加・発言

が認められる。ただし、意思決定には参加できず、また

議長・副議長等を務めることはできない。）

2. 援助の概要（国際協力開発省発行UAE対外援助報
告書による）

⑴　援助規模

2012年のUAEの対外援助（注1）の総額は58.3億ディル

ハム（約15億ドル）。このうち、政府開発援助（ODA）

は42.1億ディルハム（約11億ドル）で対GNI比は、0.33%

（2012年）。

対外援助総額・ODA・対GNI比対外援助総額・ODA・対GNI比
億ディルハム億ディルハム

2009年2009年 2012年2012年2011年2011年2010年2010年
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対外援助額
（億ディルハム）
対外援助額

（億ディルハム）
ODA額

（億ディルハム）
ODA額

（億ディルハム）
ODA対GNI比

（％）
ODA対GNI比

（％）

⑵　地域的配分

2012年、UAEの対外援助は137か国向けに支出され、

支出総額の5割超がアジア（中東を含む）向けとなっ

ている。
地域別割合の推移（2011～2012年）地域別割合の推移（2011～2012年）

0 20 40 60 80 100 ％

アジア

2012

2011

アフリカ
欧州
大洋州
米州
グローバル

79.0％
12.4％
2.2％
1.5％
1.5％
3.5％

55.6％
2011 2012

21.6％
4.8％
0.3％
0.1％
17.6％

主要受取国（2012年） 受取額（億ディルハム）
ヨルダン 9.7
パレスチナ自治区 5.1
アフガニスタン 3.7
パキスタン 3.5
イエメン 2.1
アゼルバイジャン 2.0
エリトリア 2.0
モーリタニア 1.8
モロッコ 1.6
バーレーン 1.4

▢43 アラブ首長国連邦（United Arab Emirates）

注1： UAE対外援助報告書でいう対外援助（Foreign Assistance）は、民間資金を含むこと、貸付返済額を含まないこと、慈善としての宗教的・文化的援助を含
むこと、受取国を限定しないことで政府開発援助（ODA）とは異なるとされている。

第 3章　諸外国の経済協力 ／  第 2節 主要援助国・地域機関の経済協力の概要43. アラブ首長国連邦（United Arab Emirates）
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注2： 2009年度から2011年度までの対外援助報告書は、MICADの前身である対外援助調整局（Office for the Coordination of Foreign Aid：OCFA）が発行。
2009年度版はUAE初の対外援助報告書。

⑶　分野別実績

2012年、UAEの対外援助の主要分野は、「商品援助・

一般支援（39.93%）」、「エネルギー（10.94%）」などとなっ

ている。

商品援助・一般支援
（39.93％）

商品援助・一般支援
（39.93％）

エネルギー
（10.94％）
エネルギー
（10.94％）

インフラ整備
（7.00％）

インフラ整備
（7.00％）

教育
（6.27％）

教育
（6.27％）

その他
（18.3％）

その他
（18.3％）

主要援助分野内訳（2012年）主要援助分野内訳（2012年）

保健
（8.58％）

保健
（8.58％）

人道支援
（8.50％）
人道支援
（8.50％）

実施体制

UAEの対外援助は各援助実施機関がそれぞれ独自に実

施している。2013年3月に新設されたMICADは、職員数

約50名で、UAEの40以上の援助機関と協力して対外援助

の一般的な政策を提案することになっているが、援助を

直接実施することはない。また、同省は対外援助報告書

の作成、対外援助プログラムの評価、援助要員の育成を

行うことを期待されている。

MICADにより発行されたUAE対外援助報告書は同省

ウェブサイト上で閲覧が可能である（http://www.micad.

gov.ae）。（注2）

援助実施体制図

国際協力開発省
（MICAD）

UAE
援助実施機関／個人

対外援助の一般的な政策の提案、対外援助に関する報告書の作成、
対外援助プログラムの評価、援助要員の育成

＊　省庁統合前の名称

対外援助を独自に実施

連邦政府、各首長国政府

援助予算の確保

対外援助実施報告

援助実施機関

政府系：22
アブダビ財務庁、大統領官房省、内務省、外務省、連邦軍、財務省、環境・水資
源省、経済省、対外貿易省＊、労働省、保健省、パキスタン支援プログラム、対
外援助調整局＊、アブダビ警察本部、アブダビ環境庁、アブダビ保健庁、アブ
ダビ教育評議会、アブダビ国営エネルギー公社、ドバイ警察本部、ドバイ・イ
スラム及び喜捨関連庁、シャルジャ財務庁、シャルジャ・信用基金

非政府系：21
アブダビ開発ファンド、ハリーファ財団、UAE赤新月社、
マスダル、アル・ダール、アフマド財団、
シャルジャ慈善協会、マクトゥーム財団、
国際人道シティ、ドバイ・ケアーズ、
ヌール・ドバイ財団、ドバイ慈善協会、
ザーイド慈善人道基金、
シャルジャ慈善の家、ラフマ慈善協会、
ムハンマド慈善協会、エティサラート、
ムハンマド種の保存基金、エミレーツ航空基金、
スルターン人道科学基金、
女性と子どものシェルター、個人


